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規 則

北海道林業・木材産業改善資金貸付規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２３年５月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第３０号

北海道林業・木材産業改善資金貸付規則の一部を改正する規則
北海道林業・木材産業改善資金貸付規則（昭和５１年北海道規則第９１号）の一部を次のよう
に改正する。
第１条中「並びに公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」を「、公共建築

物等における木材の利用の促進に関する法律」に改め、「（平成２２年農林水産省令第５１
号）」の次に「並びに地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農
林水産物の利用促進に関する法律（平成２２年法律第６７号。以下この条において「六次産業化
法」という。）、地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水
産物の利用促進に関する法律施行令（平成２３年政令第１５号）及び地域資源を活用した農林漁
業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律施行規則（平成
２３年農林水産省令第７号）」を加え、「林業従事者等及び」を「林業従事者等、」に、「に
対して」を「及び六次産業化法第５条第４項第２号に掲げる措置を行う六次産業化法第６条
第３項に規定する促進事業者（以下「促進事業者」という。）に対して」に改める。
第３条中「又は一の認定中小企業者」を「、一の認定中小企業者又は一の促進事業者」に
改める。
第４条第１項に次の１号を加える。
� 促進事業者
別記第１号様式の４の表の注に次のように加える。
７ 地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の
利用促進に関する法律第１０条第２項に規定する資金を調達方法とする場合は、同法
第５条第１項に規定する総合化事業計画の認定書の写しを添付すること。
附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。
２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の北海道林業・木材産業改善資金貸付規
則の規定に基づいて作成されている用紙がある場合においては、この規則による改正後の
北海道林業・木材産業改善資金貸付規則の規定にかかわらず、当分の間、必要な調整をし
て使用することを妨げない。

告 示

北海道告示第３６８号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２３年５月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 落札に係る物品等の名称及び数量
デスクトップパソコン １０台

２ 落札を決定した日
平成２３年５月１７日

３ 落札者の氏名及び住所
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� 氏 名 北海道オフィスマシン株式会社
� 住 所 札幌市中央区大通西１６丁目３番地
４ 落札金額
８８２，０００円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２３年４月２２日付け北海道告示第２９４号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道総合政策部総務課
� 所在地 札幌市中央区北３条西６丁目

北海道告示第３６９号

土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）第１１条第２項の規定により、特定有害物質によっ
て汚染されており、土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければならない区域
（以下「形質変更時要届出区域」という。）の指定を次のとおり解除する。
平成２３年５月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 指定を解除する形質変更時要届出区域 平成２２年北海道告示第７２１号により指定した

区域（釧路市西港１丁目９８番１０の一部）の一部
（次の図のとおり）

２ 特 定 有 害 物 質 の 種 類 鉛及びその化合物
３ 講じられた汚染の除去等の措置 省略されていた土壌汚染状況調査が実施され、

汚染されていないことが判明したことによる。
（「次の図」は省略し、その図面を北海道環境生活部環境局環境推進課に備え置いて縦覧
に供する。）

北海道告示第３７０号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、次のとおり土地改良区
の定款の変更を認可した。
平成２３年５月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
認可年月日 土地改良区名
平成２３．５．１６ 栗山土地改良区
同 遠別土地改良区

北海道告示第３７１号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定により、次の地区について
道営土地改良事業の土地改良事業変更計画を定めた。
その関係書類は、平成２３年５月３１日から２０日間、一般の縦覧に供する。
平成２３年５月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
地区名 事 業 の 種 類 縦 覧 場 所

きよ

若 松 地域水田農業支援緊急整備［緊急整備型］（暗渠排水、区画整理、客土、農業用用排水施設） 北海道檜山振興局
きよ

南幕別 畑地帯総合整備［担い手育成型］（農業用用排水施設、農業用道路、区画整理、暗渠排水、土層改良） 北海道十勝総合振興局

北海道告示第３７２号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定により、清水町の行う土地
改良（羽田桐第２地区基盤整備促進［基盤整備］（農業用道路））事業の工事を平成１４年１０
月２３日に完了した旨の届出があった。
平成２３年５月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第３７３号

農林水産大臣から、次のように保安林の指定施業要件を変更する予定である旨、森林法
（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第２９条の規定による通知があっ
た。
平成２３年５月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 指定施業要件変更予定保安林

の所在場所
川上郡標茶町（次の図に示す部分に限る。）

� 保安林として指定された目的 土砂の流出の防備
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

２� 指定施業要件変更予定保安林
の所在場所

川上郡標茶町（次の図に示す部分に限る。）
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� 保安林として指定された目的 土砂の崩壊の防備
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部
林務局治山課及び標茶町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第３７４号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５９条第１項の規定により、次のとおり都市計画事
業を認可した。
平成２３年５月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 施 行 者 の 名 称 木古内町
２ 都市計画事業の種類及び名称 木古内都市計画道路事業（３・４・３号環状線通）
３ 事 業 施 行 期 間 平成２３年５月２７日から平成２８年３月３１日まで
４ 事 業 地 （ 収 用 の 部 分 ） 上磯郡木古内町字木古内及び字本町地内

北海道告示３７５号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７
号）第６条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域として指定する。
平成２３年５月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 土砂災害警戒区域の箇所番号
別保右２の沢川（	－９３－１５１０）

２ 土砂災害警戒区域の表示
釧路郡釧路町別保（次の図のとおり）

３ 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流
（「次の図」は省略し、その図面を北海道釧路総合振興局釧路建設管理部に備え置いて縦
覧に供する。）

北海道告示３７６号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７
号）第６条第１項及び第８条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域及び土砂災
害特別警戒区域として指定する。
平成２３年５月２７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 土砂災害警戒区域及び土地警戒区域の箇所番号

釧路城山１丁目１（	－９－２１－２７４２）
� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
釧路市城山（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊


 当該自然現象により建築物に作用されると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

２� 土砂災害警戒区域及び土地警戒区域の箇所番号
釧路城山１丁目２（	－９－２２－２７４３）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
釧路市城山（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊


 当該自然現象により建築物に作用されると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

３� 土砂災害警戒区域及び土地警戒区域の箇所番号
釧路町別保１丁目１（	－９－９２－２８１３）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
釧路郡釧路町別保１丁目（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊


 当該自然現象により建築物に作用されると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

４� 土砂災害警戒区域及び土地警戒区域の箇所番号
釧路町別保１丁目２（	－９－９３－２８１４）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
釧路郡釧路町別保（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
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急傾斜地の崩壊

 当該自然現象により建築物に作用されると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

５� 土砂災害警戒区域及び土地警戒区域の箇所番号
釧路町別保３丁目１（	－９－９４－２８１５）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
釧路郡釧路町別保３丁目（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊


 当該自然現象により建築物に作用されると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

６� 土砂災害警戒区域及び土地警戒区域の箇所番号
釧路町別保１０丁目（	－９－９６－２８１７）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
釧路郡釧路町別保１０丁目（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊


 当該自然現象により建築物に作用されると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

７� 土砂災害警戒区域及び土地警戒区域の箇所番号
オビラシケ２の沢川（	－９３－１４５０）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
釧路郡釧路町別保（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流


 当該自然現象により建築物に作用されると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

（「次の図」は省略し、その図面を北海道釧路総合振興局釧路建設管理部に備え置いて縦
覧に供する）

道教育庁空知教育局告示

北海道教育庁空知教育局告示第４７号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２３年５月２７日

北海道教育庁空知教育局長 中 田 貢
１ 落札に係る物品等の名称（１リットル当たりの単価）及び調達予定数量
� Ａ重油その１（岩見沢地域） ６６，０００リットル
� Ａ重油その２（空知南部地域） ３４，０００リットル
� Ａ重油その３（夕張地域） １６，０００リットル

 Ａ重油その４（空知北部地域） ３２，０００リットル
� 灯油その１（北海道岩見沢農業高等学校） ９，０００リットル
� 灯油その２（北海道深川東高等学校） ２，６００リットル
２ 落札を決定した日
平成２３年５月６日

３ 落札者の氏名及び住所
�ア 氏 名 有限会社永友商事
イ 住 所 砂川市東６条南８丁目１番１８号

�ア 氏 名 株式会社小林本店
イ 住 所 夕張郡栗山町錦３丁目１０９

�ア 氏 名 株式会社北島商会
イ 住 所 夕張市清水沢１丁目１０番地１６


ア 氏 名 有限会社竹ヶ原ミート
イ 住 所 雨竜郡雨竜町字満寿３０番地１６９

�ア 氏 名 岩見沢エネルギー協同組合
イ 住 所 岩見沢市大和３条７丁目１０番地

�ア 氏 名 有限会社笹渕厨器店
イ 住 所 深川市西町１１番３３号

４ 落札金額
� ８１．６円
� ８７．３円
� ８８．４円

 ８８円
� ８９．７円
� ８９円
５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２３年３月２５日付け北海道教育庁空知教育局告示３１号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地

４６北 海 道 公 報 第����号平成２３年５月２７日（金曜日）



� 名 称 北海道教育庁空知教育局道立学校運営支援室
� 所在地 岩見沢市８条西５丁目

道 立 図 書 館 告 示

北海道立図書館告示第１４号

次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
なお、この入札に係る調達は、１９９４年４月１５日マラケシュで作成された政府調達に関する
協定の適用を受ける。
平成２３年５月２７日

北海道立図書館長 河 合 正 月
１ 入札に付する事項
� 調達をする物品等の名称及び数量
図書 ６，７００冊

� 調達をする物品等の仕様等 仕様書による。
� 納 入 期 日 平成２３年７月１９日（火）

 納 入 場 所 北海道立図書館（江別市文京台東町４１番地）
２ 入札に参加する者に必要な資格
次のいずれにも該当すること。

� 平成２３年北海道告示第７号に規定する物品の購入（図書及び定期刊行物）の資格を有
すること。

� 道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
� 暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていな
いこと。

３ 契約条項を示す場所
北海道立図書館業務部管理課

４ 入札執行の場所及び日時
� 入 札 場 所 江別市文京台東町４１番地 北海道立図書館１階研修室（送付

による場合は、郵便番号０６９－０８３４ 江別市文京台東町４１番地
北海道立図書館業務部管理課）

� 入 札 日 時 平成２３年６月２１日（火）午後２時（送付による場合は、必
着）

� 開 札 場 所 �に同じ。

 開 札 日 時 �に同じ。
５ 入 札 保 証 金

平成１６年北海道告示第４４８号の１の�による。
６ この契約を含む一連の調達契約のうちの最初の契約に係る入札の公告
平成２３年４月１５日付け北海道立図書館告示第１０号

７ 入札説明書の交付に関する事項
� 交 付 場 所 ３に同じ。
� 交 付 方 法 �の場所で交付する。

なお、郵送による交付を希望する場合は、Ａ４版用紙が入る
返信用封筒（宛先を明記したもの）及び重量８００グラムに見合
う郵便料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添えて、
契約に関する事務を担当する組織に申し込むこと。

８ 落札者の決定方法及び契約書作成の要否
平成１６年北海道告示第４４８号の２の�のア及び３の�による。

９ 落札者と契約の締結を行わない場合
落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を
講じることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行わない。

１０ そ の 他
平成１６年北海道告示第４４８号の４の�、
、�から
まで及び�から�までによるほか、
次による。
契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地

� 名 称 北海道立図書館業務部管理課
� 所 在 地 郵便番号０６９－０８３４ 江別市文京台東町４１番地

電話番号０１１－３８６－８５２１
１１ Summary

Ａ Nature and quantity of the products to be procured : 6,700 Books

Ｂ Bid tendering date and time : 2 : 00 P.M., June 21, 2011

Ｃ Contact : Administration section, General affairs division, Hokkaido Prefectural Library,

Higashi-machi 41, Bunkyodai, Ebetsu 069-0834 Japan

Phone : 011-386-8521

道 警 察 本 部 告 示

北海道警察本部告示第２０３号

次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
なお、この入札に係る調達は、１９９４年４月１５日マラケシュで作成された政府調達に関する
協定の適用を受ける。

北 海 道 公 報 第����号 ４７平成２３年５月２７日（金曜日）



平成２３年５月２７日
北海道警察本部長 殿 川 一 郎

１ 入札に付する事項
� 調達をする特定役務の名称及び数量
放置駐車違反管理システムのプログラムデータ移行及び修正業務 一式

� 調達をする特定役務の仕様等 入札説明書による。
� 契 約 期 間 平成２３年７月１３日から平成２４年２月２９日まで

 履 行 場 所 契約担当者等が指定する場所
２ 入札に参加する者に必要な資格
次のいずれにも該当すること。

� 平成２３年北海道告示第７号に規定する情報システムの開発の資格を有すること。
� 道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
� 暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていな
いこと。


 国際標準化機構が定めた規格９００１を取得していること。
� 国際標準化機構が定めた規格２７００１の認証取得事業所又は財団法人日本情報処理開発
協会のプライバシーマーク使用許諾者のいずれかに適合していること。

３ 条件付一般競争入札参加資格の審査
� この入札は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５の２の規定によ
る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の
及び�に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければ
ならない。
ア 申 請 の 時 期 平成２３年５月２７日から同年６月２４日まで（日曜日及び土曜日

を除く。）の毎日午前９時から午後５時まで
イ 申 請 の 方 法 申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな

ければならない。
ウ 申請書類の提出先 郵便番号０６０－８５２０ 札幌市中央区北２条西７丁目

北海道警察本部総務部会計課
� 審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４ 契約条項を示す場所
北海道警察本部総務部会計課

５ 入札執行の場所及び日時
� 入 札 場 所 札幌市中央区北２条西７丁目 北海道警察本部１階入札会場

（送付による場合は、郵便番号０６０－８５２０ 札幌市中央区北２
条西７丁目 北海道警察本部総務部会計課）

� 入 札 日 時 平成２３年７月７日 午後２時（送付による場合は、同月６日
午後５時までに必着）

� 開 札 場 所 �に同じ。

 開 札 日 時 �に同じ。
６ 入 札 保 証 金
平成１６年北海道告示第４４８号の１の�及び�による。

７ 入札説明書の交付に関する事項
� 交 付 場 所 ４に同じ。
� 交 付 方 法 �の場所で交付する。

なお、郵送による交付を希望する場合は、Ａ４判用紙が入る
返信用封筒（宛先を明記したもの）及び重量１００グラムに見合
う郵便料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添えて、
契約に関する事務を担当する組織に申し込むこと。
また、北海道警察のホームページ（http : //www.police.pref.

hokkaido.lg.jp/）においてダウンロードすることができる。
８ 落札者の決定方法及び契約書作成の成否
平成１６年北海道告示第４４８号の２の�のア及び３の�による。

９ 落札者との契約の締結を行わない場合
落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を
講じることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行わない。

１０ そ の 他
平成１６年北海道告示第４４８号の４の�、
、�、�及び�から�までによるほか、次に
よる。
契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地

� 名 称 北海道警察本部総務部会計課
� 所 在 地 郵便番号０６０－８５２０ 札幌市中央区北２条西７丁目

電話番号０１１－２５１－０１１０ 内線２２３９
１１ Summary

Ａ The nature of the services to be procured : Modifying and installing the application for

”Illegal Parking Database System” and transferring associated data

Ｂ Bid tendering date and time : 2 : 00 P.M., July 7, 2011

(If mailed, bids must arrive no later than 5 : 00 P.M., July 6, 2011)

Ｃ Contact : Finance Division, General Affairs Department, Hokkaido Prefectural Police

Headquarters, Nishi 7-chome, Kita 2-jo, Chuo-ku, Sapporo 060-8520 Japan

Phone : 011-251-0110 Extension 2239
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